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ラクティス・ガイドラインの策定，実務マニュア

ルの作成，セミナー，ワークショップなどを指摘

しております。 

 ここでのベスト・プラクティス・ガイドライン

というのは，日本でのうまくいっているプラクテ

ィスをベストだといってそのまま紹介するという

ような性格のものではありません。これはＡＰＥ

Ｃ諸国・地域において債権回収などについて，こ

れは結構うまくいった事例だというものを取り出

し，それを広く知らしめることによって情報を共

有化して，それだったら我が国もやれるのではな

いと広げていけないかな，というものです。情報

の公開には，日系企業の悩みとしての現地の判例

がなかなか見つからないということへの対応でも

あります。もちろん先例拘束といいますか，訴訟

において先例を調査することによって判決への予

見可能性が欲しいという意見もありました。国際

商事仲裁制度はうまく滑り出しているようであり

ますので，もう少し統一的な仲裁制度とか，そう

いう面で支援できないかということです。また，

ここで得た情報をセミナー，ワークショップで公

開していくということで，今後の支援につなげる

ことができないのだろうか，ということでありま

す。 

 

 大体ちょうど時間になりました。最初に触れま

したが，この調査研究会は一応終わって「調査報

告書」が出ております。今後の作業は，ＡＰＥＣ

のＳＥＬＩの会議等を通して，日本政府，産業経

済省で推進されていかれますので，私が申し上げ

ることはありませんけれども，是非とも皆さんに

も協力していただき，いいものにしていただけれ

ばと思います。 

 どうもありがとうございました。（拍手） 

【司会（三澤）】  北川先生，どうもありがとう

ございました。北川先生の御報告に関する御質問

や御意見も，この後４時以降に予定されておりま

す質疑応答と自由討論の際にお寄せいただきたい

と思います。 

 

報告「中国支援に向けた調査研究の現状」 

布井千博 

一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

 

【司会（三澤）】  それでは，引き続き布井千博

先生に御報告いただきたいと思います。どうぞ前

のほうにお越しください。布井先生は一橋大学大

学院国際企業戦略研究科教授でいらっしゃいます。

先生は商法，ＥＵ法，Ｍ＆Ａ法制，中国会社法

等，企業関連の法律について御研究を進めておら

れます。本日はそのうち中国に焦点を当てまし

て，「中国支援に向けた調査研究の現状」について

御報告いただきたいと思います。それでは，先

生，どうぞよろしくお願いいたします。 

【布井】  ただいま御紹介にあずかりました一

橋大学の布井でございます。中国支援に向けた調 

査研究の現状を御報告させ

ていただきます。これまでＪ

ＩＣＡ等で中国の法整備支

援というものは行われてこ

なかったわけでございます

し，私自身も法整備の経験は

今までないわけでございま 

す。新人が登場したということでございますの

で，どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは，早速本論に入らせていただきたいと

思います。本日，森嶌先生を始め諸先生方が法整

備の御経験についてお話しになられました。特に

森嶌先生がおっしゃられました法整備支援につい

ては戦略が必要であるということについて，非常

に感銘を受けたわけでございます。私どものこの

プロジェクトはまだ実際には動いていないわけで

ございまして，とりあえず戦略と言えるものがあ

るかどうかは別といたしまして，戦略的なものか

ら考えていかなければいけなかった。そして，法

整備はどのような形で始めればいいのか，手探り

で来たわけでございます。 

 そういう状況でございまして，必ずしもまだ十

分な内容とはなっていないわけでございますが，

これまでの御経験を参考にさせていただいて，よ

りよいものになっていけばと念じているわけでご

ざいます。 

 そこで，まず，本報告におきましては，法整備

支援の意義について考えてみたいと思います。こ

れは，日中環境を取り巻く経済的要因から分析を

してみたわけでございます。 

 まず，法整備支援の意義，視点でございます。

御承知のとおりＦＴＡがアジア地域のみならず世

界各国におきまして締結が進んでいるわけでござ

います。このような制度的な経済統合が地域の中

で進みつつあるということが，法整備支援の第一

の意義であると考えております。ＡＳＥＡＮにお

きましては，１９９２年から自由貿易地域を形成

するという作業が進められておりますし，また，
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２００２年になりました段階で，ＡＳＥＡＮのほ

うが中国や日本とＦＴＡの協議を行おうという申

出をしているわけでございます。いわばＡＳＥＡ

Ｎがハブのような存在となって，中国，日本，韓

国等を取り込んで一つの経済地域を構築していこ

うという構想が進んでおります。 

 他方，日本，中国，韓国という東アジアの主要

国の間でのＦＴＡはどうかと申しますと，まず２

００２年１１月の日中韓首脳会合におきまして，

中国側から提案があったわけであります。つまり，

中国，日本，韓国の３か国の研究機関が共同研究

のテーマとして，可能性としての日中韓ＦＴＡの

効果を取り上げていく，そういう申出がありまし

た。 

 日本は，これに対しては非常に慎重な立場をと

っておりましたし，韓国も同様であったわけでご

ざいますけれども，とりあえずは研究を始めよう

ということで，３国の研究機関が現在研究を行っ

ているという状況でございます。 

 さらに，２００３年の１１月の日中韓首脳会合

におきまして共同宣言が発出されました。この共

同宣言の中におきまして，将来における３国のよ

り緊密な経済連携の方向性を探求するということ

がうたわれたわけでありますし，また，対内外国

直接投資を促進するために，３国は３国間投資取

り決めのあり得べき形態に関する非公式な共同研

究を立ち上げるということも提案され，実施に移

されようとしているわけでございます。このよう

に日中韓ＦＴＡ，まだ足取りはおぼつかないわけ

でありますが，徐々にその構想というのが考えら

れてきております。 

 また，国内に目を転じましても経済産業省の

「通商白書２００３」におきまして，東アジアビ

ジネス圏構想というのが打ち上げられております。

この構想によりますと，ＡＳＥＡＮプラス３の地

域においてＥＵやＮＡＦＴＡをモデルとする地域

経済圏を構築すること，そして，この構想を実現

するためにＯＤＡを戦略的に活用していくことが

うたわれております。人・物・資本・サービスな

どの自由移動が認められる東アジア経済圏を構築

するためには，市場統合を果たしましたＥＵなど

の経験に照らし合わせましても，とりわけ法制調

和の必要は大きいのではないかと考えております。 

 このような制度的な経済統合の動きと並行する，

あるいは，更にその先を行くような形で事実上の

経済統合というのも進行中でございます。特に，

中国のＷＴＯ加盟後におきまして対中直接投資の

質，あるいは対中輸出の質的変化が見られるわけ

でございます。従来の中国というのは諸外国にと

りましては生産拠点であったわけでございますが，

ＷＴＯ加盟後，世界の市場へと変化してまいって

おります。このようなことを受けまして，対中投

資も組立工場型から市場重視型へ，あるいは労働

集約型から技術集約型へと転化しております。 

 このようなＷＴＯ加盟の影響というのは，中国

に対しても大きなインパクトを持っております。

中国側の事情といたしましては，市場開放を迫ら

れております。従来の外資優遇策は逆に内資差別

につながるということでありますので，特に外資

優遇税制の維持等は困難になっているのが実情で

はないかと思います。このような外資優遇策とい

うのを永続的にとり得ないというふうになってま

いりますと，中国側としては，投資の安全という

のを強調することによって外資を呼び込むという

方向に行くのではないかと考えられるわけであり

ます。 

 また，日本側の事情といたしましても，短期的

な投資優遇策よりも，長期的な投資保護を重視す

るということに今後なっていくのではないかと思

います。市場経済の進展に応じた投資法，経済法

制の整備というものが非常に重要になってくると

考えられます。 

 以上，まとめますと，短期的には投資保護の観

点から，中長期的には法制調和の観点から，中国

における経済法制を市場経済に対応させるために

我が国が協力することは，両国の国益にかなうの

ではないかと思います。ここで協力と書きました

のは，中国は既に法律の制定というのがかなり進

んでおります。そういう国に対しましては法整備

支援というよりも，むしろ法整備に対する協力と

いう形で我が国が積極的に関与していくのは可能

なのではないかという意味合いでございます。 

 以上が対中法整備協力のいわば意義でございま

す。このような意義を踏まえた上で，ＪＩＣＡと

日中企業法制研究会が２００３年３月及び９月に

調査を実施したわけでございます。これはプロジ

ェクト形成調査というものでございました。この

日中企業法制研究会につきましては，レジュメ

（本誌連絡会資料７２頁参照）のところに概要，

会則の抜粋がありますので，御興味のある方は御

覧になっていただきたいと存じます。 

 そこで，２００３年３月の第１回調査でござい

ますが，これは時期的にはあまりいい時期ではご

ざいませんでした。胡錦涛が国家主席に選出され

るという極めて重要な大会のちょうどさなかでご

ざいましたし，当時は機構改革が大幅に進展して

いるような状況でございましたので，調査にはあ

まりいい時期ではなかったわけでございますが，

あえてそれを敢行して実施したわけでございます。

どういう調査をしたかという点に関しましては，

レジュメ（同資料５８頁）のところに現地調査の

日程が入っておりますので御参照になっていただ

ければと存じます。北京，上海，浙江省のほうに

参ったわけでございます。 

 その調査の目的は法整備支援に対するニーズの

調査ということでございました。調査対象といた

しましたのは独占禁止法，投資法・企業改革法，

司法人材育成，大きく言うとこの３点でございま
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す。この調査の結果得られた事項でございますけ

れども，第一に，中国においては既に法整備に多

数のドナーがこれを支援しているということが明

確になりました。これに対しまして，日本からの

支援というのは全く行われていないという状況に

あったわけでございます。 

 このドナーの支援動向に関しましてはレジュメ

（同資料６２頁～６４頁）にまとめてございます。

アジア開発銀行ですとか，世界銀行，あるいはカ

ナダ，オーストラリア，ドイツ，そしてフォード

財団等，今日もこれらの名前は何度も出てきたと

ころでございますが，こういう機関が対中法整備

支援に動いているということでございました。特

に印象に残ったのは，中国の判例の整備につきま

して，ＥＵが既に早い段階からその整備に協力を

しているということでございます。我々はよく中

国の判例というのはなかなかオープンになってこ

ないということを問題にしているわけでございま

すけれども，既にＥＵはそういう判例等の公開に

ついて中国に支援をしている。特に裁判所に対し

て支援をしているということは非常に印象に残っ

た次第でございます。 

 支援の内容というのは視察とか，研修員の受け

入れ，専門家の派遣，シンポジウムの開催，書籍

の提供ということでございまして，さほど目新し

いものはなかったわけでございます。この点で，

我が国が提供し得る協力メニューと大差ないとい

うことが判明してまいりました。 

 ２番目に判明したことは，日本の支援に対する

期待が強いということでございます。その理由

は，中国と我が国の法文化が類似しているという

点，そして我が国が市場経済の中で蓄積した知見

というのが中国にとって参考になるということで

ございました。成功例だけでなく，失敗例もいろ

いろ参考にしたい。あるいは，公社の民営化等に

ついても参考にしたいということが明らかになっ

てまいりました。 

 ３番目の知見といたしまして，多数の機関から

視察，研修員受け入れ，専門家派遣，シンポジウ

ム開催という要望がございましたし，また，地方

の行政機関からも研修への関心が表明されたわけ

でございます。 

 このようなことから，中国の法整備を支援する

ことは我が国にも利益をもたらすのではなかいと

考えられます。そして，我が国の法規と類似した

法規が中国に採用されると，我が国の企業の事業

活動に有利ではないかということも考えられるわ

けでございます。また，支援の過程で得られた最

新の情報をフィードバックする。例えばインター

ネット等で公開するということも有益であろうと

考えられたわけであります。 

 ただし，中国におきましては機構改革中でござ

いましたので，カウンターパートについてはより

慎重に見きわめる必要があろうということでござ

いました。このようなことから，もう一度中国の

状況が落ち着いた状況で第２回の調査を行う必要

があろうということになりまして，２００３年９

月，ＳＡＲＳ禍がおさまった時点で第２回目の調

査を実施したわけでございます。 

 第２回目の調査の目標は，まずは全人代常務委

員会法制工作委，あるいは国有資産監督管理委員

会，このような機関に対するニーズの調査でござ

いました。第２番目はカウンターパートの精査，

第３番目はプロジェクト具体化のための調査とい

うことでございます。特に，企業法整備に対する

ニーズを確認しようということでまいりました。

当初，第１回目は，この他に独占禁止法とか，司

法人材の育成というのが調査対象となっていたわ

けでございますが，この点については直ちに対応

することは困難であろうということで，調査対象

から外れていったということでございます。 

 調査の概要に関しましては資料４（同資料６０

頁）を御覧になっていただければと存じます。特

に資料（同資料６１頁）に調査のスケジュールで

どういうところを回ったのかということが掲載さ

れております。 

 調査結果でございますけれども，ＷＴＯ加盟

後，中国は急速に企業法制等の法整備を行ってお

ります。企業法関係に関しましては，１９９０年

代前半のところでかなりの部分の整備が行われた

わけでございますが，いかんせんまだ国有企業体

制が非常に大きな役割を占める時期でございまし

たので，必ずしも市場経済に対応したような法整

備にはなっていなかったわけでございます。ＷＴ

Ｏ加盟後，これをより一層市場経済化するという

ことが求められているわけでございます。それ

で，法整備も現在，非常に急速に整備が進んでい

る。そのような中にあって，日本の法制に対する

関心も非常に高く，支援を求める声も大きかった

わけでございます。特に，全人代法制工作委，商

務部，国務院法制弁公室のＪＩＣＡへの協力の期

待が大きかったと理解しております。 

 我々は企業法整備に関する調査を実施したわけ

でございますけれども，企業法だけにとどまら

ず，行政法ですとか，貿易法，流通法等に対する

支援の要望も強く聞かれたわけでございます。 

 このような調査の結果，中国側から正式に法整

備の支援申請が出たようでございます。現在，Ｊ

ＩＣＡ，外務省，経済産業省等，関係機関でこの

法整備の実施について検討中であると聞いており

ます。中国側は商務部が申請機関となっているわ

けでございますけれども，協力機関といたしまし

て国務院法制弁公室，全人代法制工作委員会，証

券監督管理委員会等，あるいは国有資産監督管理

委員会，このような企業法制に関係する機関が協

力機関となっておりますし，また，清華大学，あ

るいは中国人民大学等も協力機関として名を列ね

てきておりますので，ある意味，中国側としては
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かなりの機関の調整を経てこの申請が来ているの

ではないか。そういう意味では，私たちの調査と

いうのはある意味成功したのではないかと自負し

ております。 

 このような状況でございますので，いよいよ法

整備支援の実施に向けて検討を始めなければいけ

ないという段階に至っているのかと考えます。こ

れは，あくまで私個人の見解でございまして，私

が法整備支援に関する実施に携わるかどうかは明

確ではないわけでございますが，幾つかのことを

考えてみたわけでございます。 

 まずは法整備の理念でございますが，三つほど

考えております。第一は法制度の相互理解の促

進，第二は投資促進・投資保護のための経済法制

の整備，第三はアジア経済圏の実現のための法制

調和の基盤整備，この三つの点でございます。第

二にどのような方法で法整備を行っていくのかと

いうことでございますけれども，ここのメニュー

はほとんど今まで述べられてきたところ，今まで

我が国が他国で行ってきたもの，あるいは他の国

のドナーが中国で行ってきたものと重なってくる

のかと思っております。 

 特に地方の司法人材の育成に力を入れられれば

いいなと考えております。つまり，会社法が中央

で整備されるという場合に，会社法の実施はまた

地方で行われるわけでございます。中央で制定さ

れた会社法の正確な理解，そして諸外国がこの会

社法制に対してどのような期待を中国に抱いてい

るのか，こういうことを明らかにするために，そ

して地方の司法人材にそういうことを知っていた

だくために積極的に研修を実施していきたいと考

えております。 

 三番目の到達目標ということでございます。先

ほど申しましたように，中国では既に法律制度と

いうのがある意味完備しているわけでございます

ので，この法整備支援，法整備協力についての到

達目標もそれに合わせたものでなければいけない

と思われます。場合によれば志が低いと思われる

かもしれませんが，とりあえず五つの点を考えて

みました。 

 まずは，各々の法制度に対する相互理解の促進

であります。第２番目は，中国における企業法制

の現代化の促進，第３番目は，法制度整備による

投資環境の改善，４番目は，司法人材の交流の促

進，第５番目は，将来のＦＴＡ交渉における窓口

の確保ということでございます。このＦＴＡがど

うなるかは非常に政治的な部分が絡むわけでござ

いますが，今我々がやれることというのは，ＦＴ

Ａ交渉が行われる際に中国の法制度をよく理解し，

立法担当者といろいろな点で協議ができる窓口と

いうのを早目に作っておくことが必要なのではな

いかと考えるわけでございます。 

 以上，大変拙い報告でございますが，私の報告

とさせていただきます。どうもありがとうござい

ました。 

【司会（三澤）】  布井先生，どうもありがとう

ございました。 

 


